
平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

260 260 100 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 208 208 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 452 452 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

1,047 862 82 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 1,088 662 61

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,366 1,366 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

95 78 82 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 88 74 84

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 111 97 87

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

①20②30

③162

①20②25

③162

①100②83

③100
必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ ①10②39 ①10②29 ①100②74

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 ①5②42 ①4②42 ①80②100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

事務事業名

中高年健康相談事業

がん予防健康教育事
業

食事相談事業

女性の健康づくり事
業

健康課
保健サービス係

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
（特別会計の場合は法定内繰入）

一般財源
(特別会計の場合は法定外繰入）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

意図

指標 指標 指標

35

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進 基本事業番号・名 10-02 健康づくりの推進

59

説明欄：
健康増進費補助金（基準
額の１／３市負担及び基
準額超過分が市負担）
・人件費（栄養士）相談
・消耗品
（パンフレット等購入
費）

29

10-02-01

10-02-02

10-02-03

10-02-04

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

事業
形態

根拠
法令
等

事業
形態

健康課
保健サービス係

健康課
保健サービス係

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

25年度以
降方向性

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

直営（委託無）

直営（委託無）

健康教育の
受講者数

現状維持

148 483

市全額

①女性の健康
づくり講座参
加者数
②骨粗しょう
症講演会参加
者数
③骨粗しょう
症検診時健康
教育・相談参
加者数

説明欄：
女性が生涯を通じて健康で明るく充実した
日々を過ごせるように支援することが求め
られている。①の対象は子育て中の女性で
あるので、保育付きで周知し育児中の方の
参加が増えた。若い世代が参加することに
より、予防効果が高まると考える。また、
更年期からの女性では②を予防的に取り組
むことが必要である。今後平均寿命の延長
に伴い、女性のライフサイクルに応じた事
業展開は更に重要である。

124

417

自主的 義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助

（国）
健康増進法第十七条および十九条の二
(市）
健康増進計画「わくわく健康プラン東くる
め」

全額補助

全額補助

①概ね更年期前の市民女性
②骨粗しょう症健診受診または骨粗
しょう症に興味のある市民女性

68

事業
形態

全額補助 一部補助有

義務的

根拠
法令
等

その他（　　　　　　　　　　　　　）

一部補助有

直営（委託無）

健康増進法第17条、第19条の2
東久留米市健康増進計画

自主的

妊 婦 ・ 乳 幼
児、、成人、
高齢者の申込
者数

4

現状維持

その他（　　　　　　　　　　　　　）

421297

24年度以
降方向性

市独自上乗せ（上乗・横出）

（国）健康増進法
（市）健康増進計画

義務的

根拠
法令
等

直営（委託無）

市全額

がん予防に関
する健康教育
の受講者数／
検診受診者数

561

講座に参加して
生活に取り入れ
られそうなこと
があったという
感想をアンケー
トに記載する市
民の数

422

市全額

546

179

25年度以
降方向性

現状維持

352

現状維持

25年度以
降方向性

現状維持

説明欄：
健康増進費補助金（基準
額の１／３市負担及び基
準額超過分が市負担）
（事業費）
健康相談パンフレット

83

36

説明欄：事業内容としては脂質異常や高血
圧などの生活習慣病と呼ばれる病態の相談
件数が増えている。既に服薬しており、通
院されている方が多く、病態に対する正し
い知識や食生活上の留意点など情報提供・
助言し、健康管理継続できることを支援し
ている。
相談の結果、助言を実践し、検査データ等
での数値改善がみられている。（乳幼児の
相談に関しては育児相談を利用する方が多
い）
管理栄養士・保健師で行っている事業で、
今後も市民が健康管理について気軽に相談
できる場として必要である。

意図

市全額

現状維持

説明欄：
がん予防対策として、検診受診時の待ち時
間を利用しての健康教育は、効果的な取り
組みである。
平成23年度から、常勤保健師のみ（非常勤
なし）で実施しているが、回数が多いため
効率的な内容を検討していく。

192

胃がん検診受
診者

24年度以
降方向性

市独自上乗せ（上乗・横出）

努力義務的

胃がん検診待ち時間に行なう「がん
予防の生活習慣」についての講話・
展示
・乳がんモデルを活用した自己触診
法体験（女性全員）
・健康相談（希望者）
・他のがん検診のPR

その他（　　　　　　　　　　　　　）

396

義務的 努力義務的

相談件数

自分に合った
食事の内容が
理解できた者
の割合

一部補助有

150

24年度以
降方向性

手段
・

内容

対象

市独自上乗せ（上乗・横出）

「女性ホルモンと身体の変化」につ
いて正しい知識を得る。女性のライ
フサイクルにあった健康づくりに取
り組むきっかけづくりになる。

意図

一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

自主的

24年度以
降方向性

335

820

243

157

10 482 492

177

手段
・

内容

対象

意図

784

204

①更年期に備え、女性ホルモンと身
体の変化・冷え対策とストレッチ・
ヨガ体験（女性の健康づくり講座）
②骨粗しょう症予防について医師か
ら講演（骨粗しょう症予防講演会）
③骨粗しょう症検診受診時の健康教
育・相談

149

乳幼児期の離乳食の進め方や食事で
の疑問点から、高齢期の病態予防の
ための食事まで、全てのライフス
テージの食事・健康不安を解消、助
言することで食生活改善、健康維
持・増進を図る。

626 223

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

胃がん検診受診者

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

575

現状維持

25年度以
降方向性

説明欄：市内各地域センターで開催するこ
とで、健康課（滝山）には、来所できない
方の相談・健康教育の場となっている。1
回100名程度の申し込み枠で、健康度測定
もおこなっているため、参加者も多い。健
康情報の氾濫する中で正確な情報と専門ス
タッフでの健康に関する相談事業は、今後
も必要となってくると考えられる。そのた
め、継続が必要な事業であるといえる。

404

乳幼児期から高齢期までの食生活や
健康に関する不安に対して、助言、
支援した。

市民が自分の健康について正しい知
識を習得し、自己管理できるように
する。

18歳以上の市民及び、その家族で健
康管理上の助言相談を希望する者

市民が利用しやすいよう、市内の各
地域センターで開催。生活習慣改善
の動機づけを「足指力測定」「血管
年齢測定」などの健康機器を活用し
て行い、健康に関する正しい知識の
普及・個別相談実施。市民の健康不
安の解消を図る。また適宜ほかの機
関と連携を図り必要なサービスにつ
なげる。

市民へがん予防に関する正しい情報
を提供し、健康の保持増進に役立て
てもらう。

努力義務的

手段
・

内容

健康増進法

自主的

対象

18歳以上の市
民及び、その
家族で健康管
理上の助言を
希望する者

健康情報を提供
した者の数管理
上の助言を希望
する者

健康に関して
正しい知識を
得た者の割合

食事・健康相談希望の一般市民

事業
形態

手段
・

内容

132

努力義務的

対象

241

参 加 者 ア ン
ケートで生活
に取り入れら
れそうなこと
があったとい
う感想をもっ
た市民の数／
参加者数

85

現状維持

1,184

849

643

324

445

635

25年度以
降方向性

50

31

25年度以
降方向性

説明欄：健康増進費補助
金（基準額の１／３市負
担及び基準額超過分が市
負担）医師等謝金・参加
者の個別評価の実施。
消耗品費（女性の健康手
帳・女性の健康パンフ
レット）賄材料費・臨時
職員賃金

609

24年度以
降方向性

説明欄：
健康増進費補助金（基準
額の１／３市負担及び基
準額超過分が市負担）
< 事業費>
・謝金（保健師・運動指
導士・栄養士）
・事務謝金
・パンフレット

24年度以
降方向性

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
（特別会計の場合は法定内繰入）

一般財源
(特別会計の場合は法定外繰入）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標 指標

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進 基本事業番号・名 10-02 健康づくりの推進

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

2 2 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

健康課長
田中　百合子

（ 回 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 2 2 100

上乗 □ （ 回 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 2 2 100

□ （ 回 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

147 122 83 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 131 110 84

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 133 111 83

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

2,788 1,525 54.6 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 点 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 2,726 896 32.9

上乗 □ （ 人 ） （ 点 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 2,273 1,243 54.7

■ （ 人 ） （ 点 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

1,840 1,599 87 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 1,998 1,810 91

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,810 1,565 87

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

健康課
保健サービス係

健康づくり推進協議
会事業

健康セミナー事業

薬物乱用防止推進事
業

わくわく健康プラン
推進事業

説明欄：

説明欄：

説明欄：市の健康増進計画「わくわく健康
プラン」推進における進行管理をする協議
会として機能を果たす。

説明欄：中学生が薬物によるさまざまな害
を認識する機会を作ることにより、薬物乱
用を防ぐことを目的としている。引き続
き、講演会等の開催により中学生や保護者
に対する啓発につとめ、薬物乱用の根絶を
目指す。
　東京都知事より委嘱された東久留米地区
協議会推進員が行っている事業である。東
京都薬物乱用推進協議会から東久留米地区
協議会への委託料30,000円で実施してい
る。

現状維持

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

30

現状維持

303 33330

全額補助
公立中学校生
徒数

市内公立中学校に薬物に関してのポ
スター・標語を募集し、表彰を行
う。地区協議会指導員により中学生
に対する啓発のための講演を行う。

ポスター・標語
の応募数

30

ポスター・標
語の応募率

公立中学校生徒

25年度以
降方向性

説明欄：中学生が薬物によるさまざまな害
を認識する機会を作ることにより、薬物乱
用を防ぐことを目的としている。引き続
き、講演会等の開催により中学生や保護者
に対する啓発につとめ、薬物乱用の根絶を
目指す。

東京都知事より委嘱された東久留米地区
協議会推進員が行っている事業である。東
京都薬物乱用推進協議会から東久留米地区
協議会への委託料130,000円で実施してい
る。

30 283 313

313

薬物を使用することにより、肉体及
び精神へ悪影響を与えることの等を
周知する。 30

30

242

221

課題が協議され
合意を得た数

健康課
予防係

根拠
法令
等

年２回開催
主にわくわく健康プラン東くるめの
推進についての協議

健康課
保健サービス係

説明欄：
現状維持

その他（都→地区協へ委託料あり）

義務的

手段
・

内容

283

努力義務的 現状維持

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

義務的 努力義務的

意図

直営（委託無）

10-02-08

事業
形態

部会、打ち合
わせ会への参
加者率

部会、打ち合
わせ会部員数

部会、打ち合わ
せ会での参加者
数

10,069

説明欄：

14,145

10,066

24年度以
降方向性

説明欄：
東久留米市健康増進計画7年目になり着実
に市民の中に健康づくりの輪が広がってき
ている。１０年計画の第Ⅳ期に入り、新規
推進員（市民）も増加した。今後も、市民
と協働の取り組みとして、さらに計画推進
していく必要がある。

現状維持 現状維持

917

1,042

説明欄：

説明欄：
東京都包括補助　市１／
２の負担割合
< 事業費>
・嘱託保健師報酬
・講師謝金
・事務賃金
・消耗品事務費
・ウォーキングマップ等
印刷製本
・試作等賄い材料費
・切手等通信運搬費

説明欄：

義務的

意図

努力義務的

10-02-05

その他（　　　　　　　　　　　　　）

直営（委託無）

10-02-06

8,235

市独自上乗せ（上乗・横出）

市民一人一人が、生き生きと幸せに
暮らせるように、健康で明るく活気
に満ちた地域を目指す。

事業
形態

1,265

25年度以
降方向性

8,917

①既存の健康に関する取り組みの推進（ｱｸ
ｼｮﾝﾌﾟﾗﾝｼｰﾄ更新）②お宝ﾌﾟﾗﾝ推進（「禁煙
キャラバンわくわく」「わくわく健診応援
隊」「心の元気プロジェクト」「わくわく
健康サロン」「わくわく情報ネット」「野
菜大好きプラン」「わくわくウォーク」）
③広報活動

自主的

一部補助有

・市民の健康づくりの啓発及び各種
事業の推進、健康づくり計画の調
整・協議

自主的

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

努力義務的

対象

自主的

事業
形態

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

一部補助有 市全額

222

課題が協議さ
れ合意を得た
割合

健康づくりを推進するための関係機
関・団体・市民代表からなる１５名
の委員

対象

年度で協議し
た数

説明欄：
委員は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、
保健所の他、地域の健康づくりに関連する
組織と一般市民から構成され、健康課事業
と健康づくり計画の調整・協議を行ってい
る。効果的な事業展開について、積極的な
意見や協力が得られており、今後も地域で
健康づくりを推進するために必要である。524302

現状維持

427

303

現状維持

545

説明欄：

242

221

24年度以
降方向性

現状維持

222

25年度以
降方向性

現状維持

説明欄：
現状維持

1,439

25年度以
降方向性

92

556

168

説明欄：
健康増進費補助金（基準
額の1/3市負担及び基準
額超過分が市負担）
・人件費（セミナー：栄
養士2名、事務1名、クッ
キング：栄養士2名事務1
名）参加者の個別評価の
実施。
・消耗品
（パンフレット等、調理
衛生用品購入費など）
・賄材料費

（雑入）クッキング参加
費（＠500円＊参加者数
60人）を充当している。

1,083

24年度以
降方向性

現状維持

説明欄：
生活習慣病に関する正しい知識を得るとい
うことは市民がいきいきと暮らせる街を目
指す上で必要性は高い。
事業参加者の満足度としては大変高く、効
果としての生活習慣改善につながってい
る。
今後は、参加者数を増やすような教室周知
を行い、生活習慣改善の実践・継続への支
援を強化する。

・年4回実施
・糖尿・脂質異常・高血圧・骨粗
しょう症の予防に関するセミナーと
クッキングを実施
・自主グループなど地域活動を紹介
することで、健康づくりの継続を促
す。

生活習慣病予防について正しい知識
を持つことで、一次予防として市民
の健康づくりの支援を行う。

503

24年度以
降方向性

健康増進法第八条
健康増進計画「わくわく健康プラン東くる
め」

市民

麻薬及び向精神薬取締法、覚せい剤取締
法、あへん取締法、大麻取締法、薬事法

795

25年度以
降方向性

206

市民

25年度以
降方向性

580

自主的

直営（委託無）

市全額

全額補助

健康増進法
東久留米市健康づくり推進協議会設置要綱

意図

健康増進法
健康増進計画

義務的

手段
・

内容

意図

手段
・

内容

対象

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

481

生活習慣病予
防の知識が得
られた者の割
合

根拠
法令
等

直営（委託無）

全額補助 一部補助有

646 1,127

24年度以
降方向性

申込者数

その他（　　　　　　　　　　　　　）

対象

644

24年度以
降方向性

2,084 7,982

1,834

5,228

一部補助有 市全額

市全額

受講者数

10-02-07

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
（特別会計の場合は法定内繰入）

一般財源
(特別会計の場合は法定外繰入）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標 指標

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進 基本事業番号・名 10-02 健康づくりの推進

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

1,060 305 28.8 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 1,216 333 27.5

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 1,288 280 21.7

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

24,585 11,532 46.9 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 24,523 11,791 48.1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 24,195 11,188 46.2

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

①８９
②４２

①１７９
②４２

100 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 ■ □ □

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

464 408 87 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 464 380 82

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 548 473 86

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

10-02-12

根拠
法令
等

自主的

事業
形態

直営（委託無）

一部補助有

がん検診フォロー事
業

健康課
特定健診係

健康課
特定健診係

健康課
特定健診係

特定保健指導事業

特定健康診査事業

自殺予防普及啓発事
業

説明欄：

必要な精密検査を受診できる。がん
を早期に発見し、適正医療を受け
る。 1,136

44

説明欄：精検未受診者をより少なくする必
要がある。要精密者に対してその後精密検
査を受診したかどうか郵送や電話で状況を
把握している。未受診の場合などは受診勧
奨を行い、精密検査へとつなげている。実
施医療機関においても、精密検診者の受診
の必要性について周知の徹底を図る。事業
費は、精密検査対象者へ受診状況の確認を
行うための通信運搬費で、直営で実施して
いるため報償費等の人件費はかからない。

義務的 努力義務的
説明欄：24年度以

降方向性

28

説明欄：

25年度以
降方向性

説明欄：
包括事業補助金（基準額
の１／２及び基準額超過
分が市の負担）

24年度以
降方向性

21

25年度以
降方向性

568

説明欄：

現状維持

446 483

496

がん検診の結
果「要精密」
と判定された
者

がん検診の結果
「要精密」と判
定 さ れ た 者 の
内、フォローが
必要な者の数

要精密者受診
率（精密検査
受診者数／が
ん検診の結果
「要精密」と
判定された者
の数）

①医師会依頼がん検診（大腸・肺・子宮）は、各医
療機関で精検受診状況を把握し市へ報告。未受診・
結果不明者へ、文書・電話フォロー実施している。
②外部医療機関委託がん検診（胃・乳）は、結果通
知と精検についてのアンケートを同封し、未返信・
未受診者へ電話フォロー等実施している。21年度
は、女性特有のがん検診推進により、乳がんと子宮
がん検診の受診者の増加に伴って要精密者フォロー
も実施

がん検診予防重点健康教育及びがん検診実
施のための指針（国）

全額補助

がん検診の結果「要精密」と判定さ
れた市民

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

対象

37

市全額

意図

手段
・

内容

25年度以
降方向性

5,663

13,717

13,513

540

567 1,703

6,292

その他（　　　　　　　　　　　　　）

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑや予備群を選び出
し、生活習慣改善のための指導を行
い、生活習慣病を予防する

動機づけ支援
または積極的
支援と判定さ
れた者の人数

7,850

特定健診の結果ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑのリ
スクが高く、動機づけ支援または積
極的支援対象者と判定された40～74
歳の東久留米市国民健康保険加入者

6,396

市独自上乗せ（上乗・横出）

10-02-09

10-02-10

努力義務的義務的

一部補助有

根拠
法令
等

義務的

根拠
法令
等

事業
形態

8,182

意図

直営（委託無）

市全額

7,321

手段
・

内容

高齢者の医療の確保に関する法律（国）

対象者には個別通知
メタボリックシンドロームのリスク
により、動機づけ支援または積極的
支援に分かれ、生活習慣改善のため
の指導を6か月間実施。直営と2社に
委託して実施。

対象

説明欄：

特定保健指導利
用者数

特定保健指導
利用率

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

拡大

説明欄：ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙで特定保健指導委託業者を選定
し2社に委託。積極的支援は一部直営。利用者負担
無。生活習慣病予防の特定保健指導実施は保険者に
義務づけられている。特定保健指導実施率の目標値
は平成23年度40％（24年度45％）。保健指導のPR充
実、未利用者に対する利用勧奨実施、休日・夜間利
用を可能としたことで、保健指導実施率は向上して
いるが目標に到達していない。今後も事業拡大しな
がら継続が必要。健診結果を比較すると、保健指導
の未利用者より利用者の方が検査数値に改善がみら
れ、実施効果がある。
特定保健指導委託費（東久留米医師会）動機づけ支
援、（保健教育ｾﾝﾀｰ）積極的支援、動機づけ支援利
用券郵送の通信運搬費利用券、封入作業事務賃金
財源：保険料、（国・都補助）特定健診等負担金
（基準額の1/3及び基準額超過分が市負担。23年度
5,567千円、22年度6,073千円、21年度4,648千円）

受診者数

14,474

対象
高齢者の医療の確保に関する法律（国）

受診率

40～74歳の東久留米市国民健康保険
加入者

全額補助 市全額

112,042

努力義務的

121,855

6,087
説明欄：

拡大
25年度以
降方向性

拡大

10-02-11 全額補助

118,129

6,888

説明欄：

手段
・

内容

6,763115,092

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

自主的

107,657

事業
形態

意図
ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑや予備群を早期に発
見し生活習慣病を予防する。

説明欄：

0

0

25年度以
降方向性

説明欄：

24年度以
降方向性

793 549

25年度以
降方向性

現状維持

現状維持

24年度以
降方向性

一部補助有

1,342

市全額
①参加者数（延
べ）
②アンケート数

①心のヘルスサポーター講座（5回う
ち1回は講演会）の開催
②「こころの元気プロジェクト」パ
ネル展示

自殺者数が多い青・壮年期世代への
心の健康づくり支援体制構築をはか
る。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的

一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

手段
・

内容

対象

全額補助

自主的

自殺対策基本法
東京都地域自殺対策緊急強化事業実施要領
地域自殺対策緊急強化事業区市町村計画書
（東久留米市）

市独自上乗せ（上乗・横出）

―義務的

40～ 74歳の東
久留米市国民
健康保険加入
者数

①②参加によ
り、心の健康
づくりの理解
が深まった者
の率

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：自殺者数が多い青・壮年期世代へ
の係わりの多い地域関係者対象に講座を開
催。1回は講演会として一般市民も参加し
た。医師会及び精神科専門医を講師として
地域の自殺予防の取り組みについて学ぶ場
となり、市民と共に自殺予防対策について
勧めていく基盤ができた。パネル展示も反
響があった。地域の身近な人による取り組
みが重要であるので今後もサポーターが増
えるよう事業を継続していく必要がある。
財源：東京都地域自殺対策緊急強化交付金
事業（補助率10/10)事業費：医師謝金、消
耗品費(資料作成)備品(パネル)事務賃金

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

努力義務的

意図
事業
形態

直営（委託無）

拡大

市民

① 申 込 数
（実）
② 展 示 ア ン
ケート数

メタボリックシンドローム予防のための健診とし
て、対象者には個別通知をし市内指定医療機関にて
個別健診実施。
健診内容は高齢者医療確保法に基づき実施。
＜基本項目＞問診、身体計測、診察、血圧、血糖、
脂質、肝機能、尿検査
＜詳細項目＞貧血、心電図、眼底検査（医師が必要
と判断した方）

100,769

説明欄：
国民健康保険特別会計
（法定繰入なし）

説明欄：市内指定医療機関にて健診実施。
対象者全員に受診券等を郵送。誕生月毎に
健診実施月を分け、６～１０月に市内指定
医療機関にて個別健診実施。自己負担金
無。生活習慣病予防のための特定健診実施
は保険者に義務づけられている。特定健診
実施率の目標値は平成23年度60％（24年度
65％）だが、目標に到達していないので、
今後も事業拡大しながら継続が必要。受診
率向上を図るため、平成22年度より、前年
度未受診者に対して電話による受診勧奨を
実施中。
財源：保険料、（国・都補助）特定健診等
負担金（基準額の1/3及び基準額超過分が
市負担。平成23年度79,879千円、22年度
85,431千円、21年度63,982千円）

説明欄：
国民健康保険特別会計
（法定繰入なし）

24年度以
降方向性

24年度以
降方向性

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
（特別会計の場合は法定内繰入）

一般財源
(特別会計の場合は法定外繰入）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標 指標

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進 基本事業番号・名 10-02 健康づくりの推進

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

38,222 1,047 2.7 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 37,632 1,088 2.9

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 38,475 1,366 3.6

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

11,424 6,433 56.3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 10,639 5,971 56.1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 10,083 5,501 54.6

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

32,304 1,381 7.3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 32,210 1,032 6.4

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 31,171 1,092 7.5

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

25,137 912 6.9 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 24,794 978 7.4

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 22,413 1,014 9.2

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

10-02-13

10-02-14

10-02-16

46,068

25年度以
降方向性

説明欄：

24年度以
降方向性

説明欄：

説明欄：

現状維持

8,260

受診率

問診・胃部エックス線検査の実施

4,314 1,090 5,404

2,4605,800

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

現状維持

2,250
説明欄：バリウムによる胃部レントゲン間
接撮影。毎年、数名がんが発見されてい
る。
自己負担金500円。

25年度以
降方向性

努力義務的

受診者

対象

平成 22年度か
ら、対象人口
率 57.8％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
58.3％)

手段
・

内容

胃がんの早期発見、早期治療に結び
つける。

市全額全額補助

40歳以上の市民

一部補助有

自主的

市全額

対象

努力義務的

一部補助有

後期高齢者医療被保険者
（75歳以上の方、65歳以上で一定の
障害がある方）

説明欄：

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市） 4,152 981 5,133

49,439

51,025

25年度以
降方向性

手段
・

内容

対象者には個別通知
市内指定医療機関にて個別健診実施
問診、身体計測、診察、血圧、血液
検査（血糖、脂質、肝機能、貧血
等）、尿検査、心電図

健康課
特定健診係

事業
形態

直営（委託無）

根拠
法令
等

義務的

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

胃がん検診事業

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

事業
形態

自主的

全額補助

義務的

後期高齢者健康診査
事業

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

6,888

後期高齢者医
療被保険者数

受診者数

42,676

39,180

6,763

受診率

根拠
法令
等

自主的 義務的

説明欄：

高齢者の医療の確保に関する法律（国）

44,938 6,087

病気の早期発見、治療を行う。意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事業
形態

市全額

6,032

1,476

一部補助有

1,462

平成 22年度か
ら、対象人口
率 73.1％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
67.1％)

和暦偶数年生まれの40歳以上の女性

4,570

問診・視触診・
マンモグラフィ検診（乳房エックス
線検査）の実施

意図

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

直営（委託無）

現状維持

説明欄：清瀬の複十字病院に検診を委託し
ている。マンモグラフィーによる検診。市
内には国の基準を満たすマンモグラフィー
検診のできる医療機関はない。がん発見率
が例年5つのがん検診事業で最も高い。
自己負担金1,000円。

現状維持

全額補助

対象

4,737

受診率((前年
度受診者＋今
年度受診者－2
年連続受診者)
÷今年度対象
者数×100)

25年度以
降方向性

6,213

説明欄：

4,264 1,316 5,580

24年度以
降方向性

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

受診者

乳がんの早期発見、早期治療に結び
つける。

手段
・

内容

努力義務的

現状維持

24年度以
降方向性

984

市独自上乗せ（上乗・横出）

健康課
特定健診係

乳がん検診事業

24年度以
降方向性

2,336

1,518

7,160

20,697

20,107

説明欄：
後期高齢者医療特別会計
健康診査費繰入金

説明欄：
市町村総合交付金を活用
雑 入 （ 自 己 負 担 金 ）
1,000円×599人=559,000
円を充当している。

説明欄：
市町村総合交付金を活用
雑入（自己負担金）500
円×1,040人=520,000円
を充当している。

1,241

現状維持
24年度以
降方向性

6,176

受診者10-02-15

説明欄：

1,013

現状維持
25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

7,719

子宮がん検診事業

事業
形態

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市）

健康課
特定健診係

手段
・

内容一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

根拠
法令
等

自主的 義務的
25年度以
降方向性

対象 和暦偶数年生まれの20歳以上の女性

平成 22年度か
ら、対象人口
率 67.1％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
64.5％)

問診・視診・内診・
子宮頚部の細胞診の実施

その他（　　　　　　　　　　　　　）

努力義務的

870
説明欄：

直営（委託無）

全額補助

意図
子宮がんの早期発見、早期治療に結
びつける。

受診率((前年
度受診者＋今
年度受診者－2
年連続受診者)
÷今年度対象
者数×100)

5,869 967 1,949

1,321

説明欄：東久留米医師会に検診を委託して
いる。市内に婦人科が少ないのが課題。若
年層の受診率が低い。受診率の向上を図る
必要がある。自己負担金1,000円。

6,836

8,589

説明欄：
市町村総合交付金を活用
雑 入 （ 自 己 負 担 金 ）
1,000 円 × 1,375 人
=1,375,000円を充当して
いる。

1,433

現状維持

4,592

19,628

説明欄：
東京都後期高齢者広域連合より委託を受
け、市内指定医療機関にて健診実施。対象
者全員に受診券等を郵送。誕生月毎に健診
実施月を分け、6～10月に市内指定医療機
関にて個別健診実施。東京都後期高齢者広
域連合の定めにより、自己負担金500円徴
収。
市内医療機関の協力もあり、高い受診率を
維持しており、病気の早期発見・早期治療
のためには今後も継続実施が必要。
財源：
保険料、健康診査費受託事業収入10/10

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
（特別会計の場合は法定内繰入）

一般財源
(特別会計の場合は法定外繰入）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標 指標

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進 基本事業番号・名 10-02 健康づくりの推進

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

42,652 694 1.6 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 41,994 890 2.1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 37,881 672 1.8

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

40,999 1,174 2.9 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 40,366 1,352 3.3

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 43,820 1,242 2.8

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

6,900 162 2.3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 7,108 151 2.1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 7,468 94 1.3

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

11,000 742 6.7 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 10,754 751 7.0

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 11,317 696 6.2

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

10-02-17

10-02-18

10-02-19

10-02-20

肺がん検診事業

大腸がん検診事業

骨粗しょう症(節目）
検診事業

成人歯科健診（節
目）事業

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：
市町村総合交付金を活用
雑入（自己負担金）500
円×174人=87,000円を充
当している。

一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

問診・
胸部Ｘ線検査（全員）
喀痰細胞診検査（医師が必要と認め
た者のみ）の実施

40歳以上の市民

努力義務的

全額補助

手段
・

内容 受診率

24年度以
降方向性

4,497

486

5,481

1,938

1,324

24年度以
降方向性

1,0415,835

25年度以
降方向性

937 5,715

25年度以
降方向性

984

40歳以上の市民

義務的

平成 22年度か
ら、対象人口
率 62.0％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
66.4％)

3,985

対象

25年度以
降方向性

説明欄：

説明欄：

直営（委託無）

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

492

説明欄：

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市） 4,778

根拠
法令
等

肺がんの早期発見、早期治療に結び
つける。

拡大

説明欄：東久留米医師会に検診を委託。肺
がん検診実施後に、読影会開催しており、
近年パソコンによるレントゲンフィルムを
管理する医療機関が増えている。
自己負担金
レントゲン撮影のみ1,500円
喀痰細胞診追加2,000円。

説明欄：
市町村総合交付金を活用
雑 入 （ 自 己 負 担 金 ）
1,000 円 × 1,155 人
=1,155,000円を充当して
いる。

現状維持

受診率

手段
・

内容

24年度以
降方向性

610

3,452 437

3,682

3,889

4,174

事業
形態

8月に広報で募集 はがきで申し込み
わくわく健康プラザにて問診、骨密
度測定。結果を医師が判定し、当日
渡す。

意図

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容全額補助 一部補助有 市全額

早期発見と骨粗しょう症の予防

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

努力義務的

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市）

意図

自主的 義務的

対象

事業
形態

健康課
特定健診係

189

25年度以
降方向性

現状維持 現状維持

受診率

705

492

4,471

25年度以
降方向性

説明欄：

健康増進法（国）
骨粗しょう症検診実施要綱（市）

225

24年度以
降方向性

516

464

24年度以
降方向性

現状維持

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

直営（委託無）

対象者 受診者数

説明欄：東久留米医師会に検診を委託して
いる。便潜血検査（二日法）で実施。毎
年、がん発見率の高い検診。
２４年度から特定健康診査・後期高齢者健
診等の健診と同時実施し、受診率の向上を
図る。
自己負担金 500円。 (23年度までは 1,000
円）

受診者

対象

対象 市民40～70歳の節目(5歳刻み)男女

492

全額補助

意図

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的
24年度以
降方向性

6,035

対象者

6,702

受診率

現状維持

486

24年度以
降方向性

5,543

説明欄：

健康増進法（国）
成人歯科検診実施要綱（市）

5,979 437 6,416

市民の歯と歯ぐきの健康の為

4,179

現状維持
25年度以
降方向性

意図

便潜血検査（2日法）の実施

全額補助 一部補助有

20、25、30、35、40、45、50、55、
60、65歳の女性

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

努力義務的自主的

大腸がんの早期発見、早期治療に結
びつける。

手段
・

内容
問診：歯と歯ぐきの診断

4,097

平成 22年度か
ら、対象人口
率 64.5％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
57.4％)

受診者

6,876

2,594

962

6,216

受診者

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

説明欄：わくわく健康プラザ検診車を利用
している。平成21年度より、当日に結果を
渡すことでコストを削減。受診後、検診結
果が出るまでの間に、栄養士、保健師の健
康教育を実施。要精密検査と判定された方
へは、更に栄養士、保健師による個別相談
を行っている。若年層の受診率向上が課題
である。
自己負担金500円。
受診率は低いが、若いうちから受診しても
らうことで、健康意識が高まるため、継続
が必要である。

説明欄：
45歳、55歳、65歳は包括
事業補助金（基準額の
1/2及び基準額の超過分
が市の負担）
40歳、50歳、60歳、70歳
は健康診査費補助金（基
準額の1/3及び基準額超
過 分 が 市 の 負 担 )
雑入（自己負担金）500
円×735人=367,500円を
充当している。

3,628

現状維持

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的

市全額

689

3,051

788

63

181

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

市全額

118

説明欄：
市町村総合交付金を活用
雑入（撮影のみ自己負担
金 ） 1,500 円 × 559 人
=838,500円を充当してい
る。
雑入（撮影と喀痰自己

負担金）2,000円×111人
=222,000円を充当してい
る。

25年度以
降方向性

25

説明欄：東久留米市歯科医師会に委託。歯
と歯ぐきの診断をし、予防のための検診を
実施。個別勧奨を工夫し受診率を上げる必
要がある。
自己負担金500円。

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
（特別会計の場合は法定内繰入）

一般財源
(特別会計の場合は法定外繰入）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標 指標

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進 基本事業番号・名 10-02 健康づくりの推進

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

5,146 3,978 77 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

健康課長
田中　百合子

（ 頭 ） （ 頭 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 5,095 3,918 77

上乗 □ （ 頭 ） （ 頭 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 4,983 3,828 77

□ （ 頭 ） （ 頭 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

15,910 15,693 99 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 15,116 14,037 93

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 15,133 11,044 73

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

27,235 10,570 39 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 28,093 11,980 43

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金
①27,585

②14,075

①9,592

②673

①35

②4.7

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

(１)6,606(2)-①
4,060 (2)-②
3,712　(3)-①
4,060(3)-②
4,631

(1)3,395(2)-①
2,063(2)-②783
(3)-①2,027(3)-
②1,229

(1)51.4(2)-①
50.8
(2)-②21.1(3)-
①49.9(3)-②
26.5

必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

□ ■ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

全額補助

努力義務的

犬の登録及び狂犬病
予防注射事業

予防接種事業（一類
疾病）

予防接種事業（二類
疾病）

説明欄：

26,180

現状維持

83,581

134,010 79,121

24年度以
降方向性

説明欄：予防接種法に基づき実施。インフ
ルエンザが重症化しやすい高齢者に対する
ワクチン接種であり、介護施設等での感染
拡大の防止にも必要不可欠である。

実施医療機関も市内および近隣４市に広
げており、接種しやすい環境も整えられて
いる。

豚インフルエンザの発生によりインフル
エンザ予防接種の有効性に対する認識は広
まっている。広報等の効果的な周知によ
り、今後も接種率の向上に取り組む。

義務的

直営（委託無）

根拠
法令
等

健康課
予防係

事業
形態

全額補助

狂犬病予防法

努力義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

①23,6942 ②4,512

27,257

義務的

手段
・

内容

対象

狂犬病予防接
種頭数

一部補助有

予防接種法

1,594

2,099

説明欄：狂犬病予防法に基づき実施してい
る事業。
　集合注射だけでなく、市内および近隣市
の動物病院でも狂犬病予防注射済票の交付
か可能であり、手続きしやすい環境が整っ
ている。それらを周知し、個別通知・督促
状の発送なども行いながら、接種率の向上
につとめていく。犬の登録及び狂犬病予防
注射済票の交付手数料の歳入により実施。

25年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

現状維持
説明欄： 24年度以

降方向性
現状維持

市全額
狂犬病予防接
種率

意図

1,010

犬の適切な管理により、狂犬病の発
生を防ぎ、市民の健康を守る。

市内の犬

市独自上乗せ（上乗・横出）

自主的

1,594 943

3,1422,132

狂犬病予防接種
率

健康課で登録、再交付、転入等変更
届の手続きが出来る。獣医師に注射
済票等交付手続きを一部委託。４月
には市内５箇所で集合注射をしてい
る。

2,537
説明欄：狂犬病予防法に基づき実施してい
る事業。

集合注射だけでなく、市内および近隣市
の動物病院でも狂犬病予防注射済票の交付
か可能であり、手続きしやすい環境が整っ
ている。それらを周知し、個別通知・督促
状の発送なども行いながら、接種率の向上
につとめていく。犬の登録及び狂犬病予防
注射済票の交付手数料の歳入により実施。

2,099

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

3,042943

現状維持

5,324

111,994 13,191

説明欄：予防接種法に基づき実施。集団接
種時の予防接種の案内の配布や、予防接種
ごとに必要な時期を見て個別通知を送付す
ることなどにより、接種率は高い水準を維
持している。また、東久留米市内だけでな
く近隣4市の予防接種実施医療機関での接
種も可能としており、接種しやすい環境が
整えられていることも高い接種率を維持で
きている要因と考えられる。

予防接種法の改正に伴う対応を即時に行
うことが常に求められる事業のため、それ
に対応できる体制を維持する必要がある。

125,185

1,413 93,901

説明欄：

63,978

説明欄：三種混合、日本
脳炎、ポリオを対象とし
た子育て推進交付金及び
予防接種事故対策費補助
金 6,944千円を引 いた
額。麻しん風疹、BCGは
補助金なし。

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

25,737

意図
予防接種の普及促進を図り伝染病の
発生及びまん延を予防する。

①22,281
②2,695

対象

努力義務的

予防接種法
東久留米市に住所を有する者で、各予防接
種において定められている年齢にある者

128,686

予防接種の普及促進を図り伝染病の
発生及びまん延を予防する。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事業
形態

全額補助 一部補助有 市全額

事業
形態

直営（委託無）

市独自上乗せ（上乗・横出）

健康課
予防係

根拠
法令
等

対象
健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

説明欄：

25,737

手段
・

内容

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

説明欄：予防接種法に基づき実施。インフ
ルエンザが重症化しやすい高齢者に対する
ワクチン接種であり、介護施設等での感染
拡大の防止にも必要不可欠である。
　実施医療機関も市内および近隣４市に広
げており、接種しやすい環境も整えられて
いる。
　豚インフルエンザの発生によりインフル
エンザ予防接種の有効性に対する認識は広
まっている。広報等の効果的な周知によ
り、今後も接種率の向上に取り組む。

1,320

意図

一部補助有 市全額

接種率

予防接種法に基づき、三種混合、二種混
合、麻しん風しん、日本脳炎、ポリオ、Ｂ
ＣＧを集団または個別で実施。対象者に標
準接種時期に個別通知を送付。

65歳以上及び60歳以上65歳未満で、心臓や
腎臓、呼吸器等の重い病気のある市民

①季節性インフルエンザ予防接種＝10月か
ら翌年1月に、対象者にインフルエンザワク
チンの個別接種を実施。
②新型インフルエンザワクチン接種費用の
助成

直営（委託無）

対象者数 接種者数

現状維持

対象者数 接種者数 接種率

24年度以
降方向性

24,860

24年度以
降方向性

1,520

25年度以
降方向性

①22,281
②2,695 ①1,413
②1,817

2,132

24860

92,488

現状維持

自主的

直営（委託無）

市全額

手段
・

内容

対象

乳幼児に死亡または重篤な後遺症を残すことのある
小児制菌性髄膜炎ほか感染症の原因となるヒブ・肺
炎球菌の感染・発症・重篤化等予防として、また、
ヒトパピローマウイルスの感染による女性特有のが
んである子宮頸がん発症の予防として、ワクチン接
種費用を助成し、これらの疾病による死亡者や重症
者の発生をできる限り減らす。

努力義務的

全額補助

24年度以
降方向性

10-02-23

10-02-22

10-02-21

104,981

25年度以
降方向性

市内及び協定を結ぶ近隣４市（小
平市・東村山市・清瀬市・西東京
市）の実施医療機関にて個別接
種。

①子宮頸がん予防ワクチン:
　中学１年生～高校１年生相当の女子
②ヒブワクチン③小児用肺炎球菌ワクチン:
　生後２か月から５歳未満の乳幼児

(1)子宮頸がん
予防ワクチン:

中学１年生
～高校１年生
相当の女子の
対象接種数
（２）ヒブワ
クチン①乳児
の延べ接種回
数② 1～4歳児
の対象接種数
（３）小児用
肺炎球菌ワク
チン①乳児の
対象接種数②
１～４歳児の
対象接種数

接種延べ回数10-02-24

・子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時
特例交付金交付要綱（国）
・平成２３年度東京都子宮頸がん等ワクチ
ン接種緊急促進事業補助金交付要綱（都）
・東久留米市子宮頸がん等ワクチン接種事
業実施要綱

健康課
保健サービス係

事業
形態

根拠
法令
等

子宮頸がん等予防ワ
クチン接種事業

一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

義務的

意図

2,060 107,041

現状維持 説明欄：

説明欄：説明欄：
国による子宮頸がん等ワクチン接種緊急促
進臨時特例交付金の設置に伴い、任意予防
接種である子宮頸がんワクチン・ヒブワク
チン・小児用肺炎球菌ワクチンの３ワクチ
ンについて、接種を希望する保護者に助成
している（一部自己負担金有）。接種によ
る予防効果は高いため、国・都の交付金設
置に基づき実施していく。

説明欄：
都の補助金（都基準額の
1/2補助）
１回の接種について、国
の基準額のうち１割相当
の自己負担金（一部自己
負担金免除者有）。

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

0

0

52,536

接種率

ー

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
（特別会計の場合は法定内繰入）

一般財源
(特別会計の場合は法定外繰入）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標 指標

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進 基本事業番号・名 10-02 健康づくりの推進

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

116,067 0 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 件 ） （ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 116,549 0

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 116,579 0

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

20,097 563 2.8 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 2 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 19,521 1,224 6.3

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 18,405 751 4.1

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

3,000 1,401 46 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 冊 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 3,355 1,450 43

上乗 □ （ 人 ） （ 冊 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3,000 286 10

□ （ 人 ） （ 冊 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

497 497 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 ■ □ □ 508 508 100

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 325 325 100

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

健康課
予防係

義務的

努力義務的

感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律（感染症予防方法）

健康手帳交付事業

大気汚染医療費助成
受付事務

対象者数

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

健康課
予防係

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

健康増進法（国）

感染症予防事業

肝炎ウイルス検診事
業

健康課
特定健診係

5,504

1,968 4,452

1,933

1,338 3,055

現状維持

7,526

1,717

説明欄：25年度以
降方向性

説明欄：「感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律」において定め
られた感染症を予防するために実施する事
業である。法律に定められた感染症が発生
した場合、速やかに消毒作業等を行う必要
がある。それに対応するために必要な事業
である。

また、新型インフルエンザ（鳥インフル
エンザ）対策用の防護服等の備蓄について
は、発生する可能性は年々高まっている状
況から危機管理上不可欠な事業である。鳥
インフルエンザは強毒性であり、感染拡大
の防止、治療にあたる医療従事者等の感染
を防ぐための防護服等の備蓄は市の責務で
ある。

24年度以
降方向性

説明欄：

24年度以
降方向性

3,571

肝炎ウイルス感染を早期に発見し、
早期治療に結びつける。

2,484

40歳以上の過
去に肝炎ウイ
ルス検診を受
けたことのな
い者の人数

受診者数

25年度以
降方向性

説明欄：
40歳、41歳以上で未受診の者に対して肝炎
ウイルス検診受診券を発行し、６～１０月
に市内指定医療機関にて個別健診実施。自
己負担金500円徴収。検査を受ける者は、
主に特定健診・後期高齢者健診の対象者で
あり、被用者保険等の市民の方に未受診者
が多い。
国民の安心を守る肝炎対策強化推進事業に
より、肝炎ウイルス検診へ個別勧奨メ
ニューを実施するよう求められており、当
市では平成24年度から40歳のみ実施予定。
これを実施すると、勧奨通知費用や検診委
託費が増加するが、肝炎対策として必要で
ある。

拡大拡大

説明欄：

説明欄：

10-02-26 受診率

特定健診・後期後期高齢者健診、無
保険者健診と同時実施（ 40歳以上
は、過去に肝炎ウィルス検診を受け
たことのない者）、被用者保険等の
加入者

意図

手段
・

内容

申請件数

自主的 義務的 努力義務的

義務的

事業
形態

・大気汚染医療費助成条例（東京都）
・大気汚染に係る健康障害者に対する医療
費の助成に関する条例（及び施行規則)
（東京都）

全額補助 一部補助有 市全額

事業
形態

市全額

直営（委託無）

根拠
法令
等

対象
気管支ぜん息にり患していて、都内
に引き続き１年以上住所を有し、健
康保険等に加入している市民

大気汚染の影響を受けると推定され
る疾病にかかった者に対し医療費を
助成する。

手段
・

内容

東京都への大気汚染医療費助成の申
請を東京都に代わって受理する。

その他（　　　　　　　　　　　）

説明欄：

事業
形態

説明欄：福祉保健区市町村包括補助による
全額補助により実施。

東京都の大気汚染に伴う気管支ぜんそく
等に対する、2年に1度更新手続きが必要な
医療費助成である。市民の利便性を考え、
受理事務について市で行うのは妥当である
と考える。

25年度以
降方向性

1,848 27 1,875

現状維持
24年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

説明欄：

事業
形態

手段
・

内容全額補助

根拠
法令
等

自主的
説明欄：

976

対象 市内の感染症患者

全市民一部補助有

努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

「感染症の予防
及び感染症の患
者に対する医療
に関する法律」
に定める感染症
患者発生数

139

978

7,026 500

114

837

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

直営（委託無）

意図

25年度以
降方向性

市全額

24年度以
降方向性

現状維持 現状維持

864

・患者が発生した場合の消毒等の契
約締結
・新型インフルエンザ発生時の感染
防止対策

集団健診・健
康教育・個別
相談等に参加
し た 市 民 の
数。

感染症の予防とまん延の防止を図
り、公衆衛生の向上、増進を図る。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的

対象
40歳以上の市民で、過去に肝炎ウィ
ルス検診を受けたことのない者

・.老人医療受給者以外の40歳以上ま
たは、40歳未満の交付を希望する市
民
・3歳児健診来所した母親

努力義務的

（国）
健康増進法第九条
 (市）
健康増進計画「わくわく健康プラン東くる
め」
 

手段
・

内容

各種健康診査の結果や健康相談の内
容を記録し、自らの健康管理、健康
づくりに活用することができる。女
性健康手帳も活用する。

根拠
法令
等

自主的 義務的

全額補助 一部補助有

意図

10-02-27

対象

健診・健康教育・個別相談等、市民
に接する機会に手帳のメリットや活
用方法を具体的に説明しながら交付
する。

健康課
保健サービス係

88

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

69

78

25年度以
降方向性

72

現状維持

152

直営（委託無）

24年度以
降方向性

説明欄：25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

説明欄：健康増進費補助
金（基準額の１／３及び
基準額超過分が市の負
担）
< 事業費>
・健康手帳
・女性のための健康づく
り手帳

説明欄：
健康増進事業費補助金
（基準額の1/3及び基準
額超過分が市の負担）個
別勧奨の40歳は自己負担
金相当額分10/10が国の
補助。
市町村総合交付金も活用
雑入（自己負担金）500
円×267人=133,500円を
充当している。

251

444

337

説明欄：

説明欄：「感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律」において定め
られた感染症を予防するために実施する事
業である。法律に定められた感染症が発生
した場合、速やかに消毒作業等を行う必要
がある。それに対応するために必要な事業
である。

また、新型インフルエンザ（鳥インフル
エンザ）対策用の防護服等の備蓄について
は、発生する可能性は年々高まっている状
況から危機管理上不可欠な事業である。鳥
インフルエンザは強毒性であり、感染拡大
の防止、治療にあたる医療従事者等の感染
を防ぐための防護服等の備蓄は市の責務で
ある。

現状維持

7,026

837

現状維持

説明欄：市民が健診や健康教育、健康相談
を受ける際にこれまでの経過についてわか
るようにしておくことで、自分の健康状態
についてより深く理解することができる。
市民のライフステージに合わせた健康管理
手帳として継続し、また女性特有の疾患や
予防の意味からも女性の健康づくりに特化
した健康手帳も必要である。

864

24年度以
降方向性

91

242

270171 99

179

10-02-25

10-02-28 助成件数

1,888

31

1,859

健康手帳交付数

90

健康手帳交付
割合

1,770

29

1,801

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
（特別会計の場合は法定内繰入）

一般財源
(特別会計の場合は法定外繰入）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標 指標

健康で幸せにすごせるまち 施策番号・名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進 基本事業番号・名 10-02 健康づくりの推進

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

25,986 13,361 51.4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 25,382 13,147 52.0

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 24,973 12,735 51

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

1,245 318 25.5 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 1,058 271 25.6

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 938 247 26.3

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

11,571 3,054 26.4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

健康課長
田中　百合子

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 7,752 2,212 28.5

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 7,951 2,251 28.3

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

無保険者健康診査事
業

がん検診推進事業

健康課
特定健診係

自主的

事業
形態

特定健康診査に伴う
追加項目健診事業

説明欄：

説明欄：

現状維持義務的 現状維持
24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

根拠
法令
等

手段
・

内容

1,740 43,685
説明欄：結核の早期発見・早期治療を目的
に、６５歳以上の市民に対しては、１年に
1回胸部レントゲン検査実施が義務づけら
れているため、事業継続が必要。６～１０
月に市内指定医療機関で個別健診実施。特
定健診・後期高齢者健診対象者は同時実施
できるため受診者が多く効率的である。平
成24年度から便潜血検査（一日法）は廃止
し、大腸がん検診（2日法）に移行する。
自己負担金５００円

感染症予防法（国）

1,968

市全額全額補助

説明欄：受診に関する案内を対象者全員に
個別通知。誕生月毎に健診実施月を分け、
6～10月に市内指定医療機関にて個別健診
実施。特定健診に準ずる健診項目を実施
し、健診費用は無料。生活習慣病予防・病
気の早期発見・早期治療のために1年に１
回の健診機会の提供は今後も必要。

市独自上乗せ（上乗・横出）

平成23年4月1日現在、【子宮頸がん検診】
20・25・30・35・40歳の女性、【乳がん検
診】40歳・45歳・50歳・55歳・60歳の女
性、【大腸がん検診】40・45・50・55・60
歳の男女

【子宮頸がん】
問診・視診・内診・子宮頚部の細胞
診の実施
【乳がん】
問診・視触診・マンモグラフィ検診
（乳房エックス線検査）の実施
【大腸がん】
・便潜血検査（2日法）の実施

がん検診推進事業実施要綱（国）

全額補助 一部補助有

2,899

直営（委託無）

2,952

24年度以
降方向性

現状維持
説明欄：
疾病予防対策事業費等補
助金（平成２１年度国負
担１０割
平成２２年度から１／２
市負担）
平成２２年度からは市町
村総合交付金も活用

6,394

0

369

6,272

28,589

760

現状維持

健康課
特定健診係

事業
形態

24,550

その他（　　　　　　　　　　　　　）

23,243

手段
・

内容

努力義務的自主的

直営（委託無）

説明欄：

4,070

3,860

説明欄：平成21年度から制度がスタート。
平成23年度から「がん検診推進事業」と名
称が変わり、対象に大腸がん検診が追加さ
れた。
子宮頸がん・大腸がんは東久留米医師会に
委託。
乳がんは複十字病院及び東京都予防医学協
会に委託。
特に、東京都予防医学協会はわくわく健康
プラザで検診車を用いて実施。スタッフ
（医師・レントゲン技師含む）全員が女性
のため好評である。２４年度から大腸がん
検診について、特定健康診査・後期高齢者
健診等の健診と同時実施し、受診率の向上
を図る。

24年度以
降方向性

説明欄：

4,920

対象者数 平
成 21 年 22 年
度：子宮頸が
ん検診、乳が
ん 検 診
平成 23年度か
ら大腸がん検
診追加

受診者数

29,470

受診率

24年度以
降方向性

26,443 5,213 31,656

5,346

25年度以
降方向性

拡大
25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

611

説明欄：

健康増進事業費補助金
（基準額の１／３及び基
準額超過分が市の負担）
市町村総合交付金も活用

25年度以
降方向性

24年度以
降方向性

現状維持努力義務的

健康増進法（国）

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

40歳以上の生活保護受給者及び中国
残留邦人

対象者数

意図

一部補助有 受診者数 受診率

義務的

意図
国のがん対策事業で受診率を50％ま
で引き上げる。

市全額

対象

手段
・

内容

病気の早期発見、治療を行う。

説明欄：

根拠
法令
等

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

対象

全額補助

努力義務的

3,373

対象者には個別通知
市内指定医療機関にて個別健診実施
問診、身体計測、診察、血圧、血液
検査（血糖、脂質、肝機能、）、尿
検査、
貧血、心電図、胸部レントゲン、便
潜血検査

3,785 2,609

受診者数

43,552

41,945

6,0693,117

10-02-31

10-02-29

10-02-30

1,933

意図

38,286

対象

対象者数

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市内指定医療機関にて個別健診実施
特定健診時に胸部レントゲン、便潜
血検査（一日法）を、自己負担500円
にて実施。

41,619

病気の早期発見、治療を行う。
（胸部疾患、消化器疾患）

受診率

節目年齢 （ 40・ 45・ 50・ 55・ 60
歳）・65歳以上の東久留米市国民健
康保険加入者、後期高齢者医療被保
険者

事業
形態

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的

一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

13,824

24,162

説明欄：
市町村総合交付金を活用
雑入
（自己負担金）500円×
13,361人=6,680,500円を
充当している。

8,17840,254

東久留米市


